
愛知県の条例構成案及び2019年度以降に施行された都府県の条例構成
※  

愛知県（案） 栃木県 群馬県 千葉県 新潟県 石川県 福井県 岐阜県 山口県 徳島県 香川県 東京都 高知県 熊本県 青森県 長崎県 和歌山県 三重県 大阪府

2022年（予） 実数 率

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

都府県の責務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

市町村の役割等 － ○ － － － － － － － ○ － ○ － － ○ － － － 4 22%

都府県民の責務等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

事業者の責務等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

民間支援団体の責務等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

基本計画等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

推進体制の整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 15 83%

財政上の措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

緊急支援の実施 － ○ － － － － ○ － － － ○ － － － － － － － 3 17%

施策の実施状況公表 － － ○ － － ○ － － － － － － － － ○ － － － 3 17%

被害者等支援調整会議等 － － － － － － － － ○ － － ○ － － － － － ○ 3 17%

相談及び情報の提供等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

経済的負担の軽減 ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17 94%

損害賠償請求に関する支援等 － － ○ － － － － － － － － － ○ ○ － ○ ○ － 5 28%

心身に受けた影響からの回復 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

日常生活の支援 ○ － ○ ○ － － ○ － － － － ○ － － － － － － 5 28%

安全の確保 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

居住の安定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

雇用の安定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 100%

保護等の過程における配慮等 ○ － － － － ○ ○ － － － － － ○ ○ － ○ － － 6 33%

刑事に関する手続及びその進捗状
況に関する情報の提供

－ － － － － － ○ － － － － － ○ ○ － ○ － － 4 22%

県民の理解の増進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17 94%

人材の育成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 17 94%

支援従事者に対する支援 － － － － － － － － － － － － － － － － ○ － 1 6%

民間支援団体の活動に対する支援 ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ 16 89%

学校における教育 － ○ － － － － ○ － － － － － － － ○ － ○ － 4 22%

県内に住所を有しない者等に対す
る支援

－ ○ － － － － － － － － ○ － － － － － － － 2 11%

個人情報の適正な管理 ○ － － － － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － － － － ○ ○ 9 50%

調査及び情報の収集等 － － － － － － － － － － － － － － － ○ － ○ 2 11%

見直し － － ○ － － － － － － － － － － － － － － － 1 6%

犯罪被害者を考える月間 － － － ○ － － － ○ － － － － － － － － － － 2 11%

表彰 － － － ○ － － － － － － － － － － － － － － 1 6%

意見の反映 － － － － － － － － － － － － － ○ － ○ － － 2 11%

未成年者への配慮 － － － － － － － － － － － － ○ － － － － － 1 6%

※
福岡県は2018年4月1日に条例の一部を先行して施行しているため、対象からは除く
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